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会員数
平均

(単位:人)

主な
年代構成

決算額 収入源 活動場所 活動範囲

地域社会
(自治連合会、地域婦人団体、

万年青年クラブ連合会)

1511.4

･60代
      (42.3%)
・70代
      (30.8%)

・100万円未満
                   (48.1%)
・100～200万円未満
                   (28.8%)

・会費
          (73.1%)
・行政からの補助金
          (15.4%)

・公民館
          (67.3%)
・地域の小学校
          (65.4%)

・学校区を基準としてる(86.5%)
うち、一つの小学校区の範囲が
80.0%

社会教育
(人権教育推進協議会、中学校

区地域教育協議会、幼小中
PTA)

239.7

･30代
     (39.8%)
・40代
     (21.4%)

・100万円未満
                   (59.2%)
・100～200万円未満
                   (21.4%)

・会費
          (60.2%)
・行政からの補助金
          (14.3%)

･地域の小学校
          (56.1%)
・地域の中学校
          (29.6%)

・学校区を基準としてる(88.8%)
うち、一つの小学校区の範囲が
65.5%

健全育成
(スポーツ協会、中学校区少年

指導協議会、子ども会、
ガールスカウト、ボーイスカウト)

98.2

･10代
      (29.7%)
・50代
      (24.7%)

・100万円未満
                   (94.6%)

・会費
          (27.0%)
・行政からの業務委託費
          (27.0%)

･地域の小学校
          (54.1%)
・地域の中学校
          (35.1%)

・学校区を基準としてる(67.6%)
うち、一つの小学校区の範囲が
48.0%

福祉
(地区社会福祉協議会、地区民
生児童委員協議会、遺族会、

地域包括支援センター)

396.5

･60代
      (50.0%)
・70代
      (26.3%)

・100万円未満
                   (52.5%)
・100～200万円未満
                   (22.5%)

・行政からの補助金
          (36.3%)
・会費
          (20.0%)

・公民館
         (67.5%)
・地域の小学校・集会所
         (65.4%)

・学校区を基準としてる(81.3%)
うち、一つの小学校区の範囲が
66.2%

防災・防犯・救
護

(日赤奉仕団、自主防災防犯組
織、女性防災クラブ、

消防団分団)

570.1

・60代
     (41.4%)
・50代
     (22.4%)

・100万円未満
                   (81.0%)
・100～200万円未満
                    (5.2%)

・行政からの補助金
          (67.2%)
・行政からの業務委託費
          (10.3%)

・公民館
         (52.2%)
・地域の小学校
         (50.0%)

・学校区を基準としてる(75.9%)
うち、一つの小学校区の範囲が
72.7%

事業者・NPO
(商店会、NPO法人)

44.6

･60代
     (45.8%)
･50代
     (27.1%)

・100万円未満
                   (33.3%)
・100～200万円未満
                   (16.7%)

・会費
          (35.4%)
・事業収入
          (18.8%)

・その他の施設
         (58.3%)
・ボランティアセンター・インフォ
メーションセンター・公民館
         (25.0%)

・学校区を基準としていない
(95.8%)
うち、複数の市町村にまたがる範
囲が67.4%

ボランティア
(ボランティア団体、その他)

241

･60代
     (43.2%)
･50代・70代
     (18.2%)

・100万円未満
                   (72.7%)
・100～200万円未満
                   (13.6%)

・会費
          (45.5%)
・その他
          (15.9%)

・ボランティアセンター・インフォ
メーションセンター
         (68.2%)
・その他の施設
         (52.3%)

・学校区を基準としていない
(79.5%)うち、複数の市町村にまた
がる範囲が37.1%

1
発送数500 回収数417 回収率83.4%
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地域社会
(自治連合会、地域婦人団体、

万年青年クラブ連合会)

社会教育
(人権教育推進協議会、中学校

区地域教育協議会、幼小中
PTA)

健全育成
(スポーツ協会、中学校区少年

指導協議会、子ども会、
ガールスカウト、ボーイスカウト)

福祉
(地区社会福祉協議会、地区民
生児童委員協議会、遺族会、

地域包括支援センター)

防災・防犯・救
護

(日赤奉仕団、自主防災防犯組
織、女性防災クラブ、

消防団分団)

事業者・NPO
(商店会、NPO法人)

ボランティア
(ボランティア団体、その他)

運営に関する課題 人材に関する課題 参加者に関する課題

「協働」
認知率

(『知っていた」
の比率)

他団体との
協働意向(「協働
の重要性を感じて
おり、協働して事
業を行っていくべ
きだ」の比率)

・予算が足りない
         (51.9%)
・事務処理の体制が十分でない
         (40.4%)

・役員・理事等の成り手がいない
         (73.1%)
・運営を手伝う人がいない
         (34.6%)

･活動への参加者が少ない
          (71.2%)
・住民の十分な理解が得られない
          (26.9%)

63.50% 65.40%

･特にない
         (33.7%)
・予算が足りない
         (27.6%)

・役員・理事等の成り手がいない
         (53.1%)
・特にない
         (33.7%)

･特にない
          (44.9%)
・活動へ参加者が少ない
          (40.8%)

32.70% 57.10%

･特にない
         (35.1%)
・予算が足りない
         (32.4%)

・役員・理事等の成り手がいない
         (37.8%)
・特にない
         (35.1%)

・特にない
         (51.4%)
・活動への参加者が少ない
         (32.4%)

29.70% 45.90%

・予算が足りない
         (35.0%)
・特にない
         (33.8%)

・役員・理事等の成り手がいない
         (42.5%)
・特にない
         (30.0%)

・特にない
         (37.5%)
・活動への参加者が少ない
         (31.3%)

56.30% 65.00%

・予算が足りない
         (50.0%)
・特にない
         (22.4%)

・役員・理事等の成り手がいない
         (53.4%)
・運営を手伝う人がいない
         (25.9%)

･活動への参加者が少ない
         (55.2%)
・住民の十分な理解が得られない
         (29.3%)

48.30% 53.40%

・予算が足りない
         (50.0%)
・特にない・その他
         (22.9%)

・運営を手伝う人がいない
         (45.8%)
・役員・理事等の成り手がいない・特になし
         (それぞれ20.8%)

･特にない
         (45.8%)
・活動へ参加者が少ない
         (39.6%)

68.80% 50.00%

・予算が足りない
         (52.3%)
・その他
         (31.8%)

・運営を手伝う人がいない
         (43.2%)
・役員・理事等の成り手がいない
         (34.1%)

・活動への参加者が少ない
         (50.0%)
・特にない
         (36.4%)

65.90% 50.00%
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地域社会
(自治連合会、地域婦人団体、

万年青年クラブ連合会)

社会教育
(人権教育推進協議会、中学校

区地域教育協議会、幼小中
PTA)

健全育成
(スポーツ協会、中学校区少年

指導協議会、子ども会、
ガールスカウト、ボーイスカウト)

福祉
(地区社会福祉協議会、地区民
生児童委員協議会、遺族会、

地域包括支援センター)

防災・防犯・救
護

(日赤奉仕団、自主防災防犯組
織、女性防災クラブ、

消防団分団)

事業者・NPO
(商店会、NPO法人)

ボランティア
(ボランティア団体、その他)

協働に期待する効果 協働への課題
他団体との協働に
有効な行政支援

市民公益団体と市の協働推進に有効な施策

・活動の活性化につなが
る
          (75.0%)
・活動の担い手が増える
          (51.9%)

・他団体の活動内容や実績等がわからない
        (44.2%)
・事業の予算が確保されていない
        (36.5%)

・事業費の助成
         (65.4%)
・専門分野の人的支援
         (57.7%)

・協働事業の企画または実施段階からの意見交換等
        (53.8%)
・協働のルール作り・コーディネート等のサポート機能の
充実
        (それぞれ48.1%)

・活動の活性化につなが
る
          (73.5%)
・活動の担い手が増える
          (28.6%)

・どのような事業が協働に適しているかわからない
        (41.8%)
･時間的余裕がない
        (35.7%)

・事業費の助成
         (59.2%)
・専門分野の人的支援
         (44.9%)

・協働事業の企画または実施段階からの意見交換等
        (46.9%)
・協働事例の紹介
        (38.8%)

・活動の活性化につなが
る
          (67.6%)
・活動の担い手が増える
          (51.4%)

･時間的余裕がない
        (48.6%)
・どのような事業が協働に適しているかわからない
        (35.1%)

・事業費の助成
         (62.2%)
・活動場所の確保
         (37.8%)

・協働事業の企画または実施段階からの意見交換等
        (40.5%)
・コーディネート等のサポート機能の充実
        (37.8%)

・活動の活性化につなが
る
          (77.5%)
・活動の担い手が増える
          (51.3%)

･どのような事業が協働に適しているかわからない
        (36.3%)
・事業の予算が確保されていない
        (35.0%)

・事業費の助成
        (65.0%)
・専門分野の人的支援
        (53.8%)

・コーディネート等のサポート機能の充実
        (55.0%)
・協働事業の企画または実施段階からの意見交換等
        (43.8%)

・活動の活性化につなが
る
          (70.7%)
・活動の担い手が増える
          (51.7%)

･協働する事業の予算が確保されていない
        (39.7%)
・どのような事業が協働に適しているかわからない
        (37.9%)

・事業費の助成
        (67.2%)
・専門分野の人的支援
        (55.2%)

･協働事例の紹介
       (58.6%)
・協働事業の企画または実施段階からの意見交換等
       (50.0%)

･活動の活性化につなが
る
          (72.9%)
･専門性・ノウハウを活か
せる
          (39.6%)

・他団体の活動内容や実績等がわからない
        (35.4%)
・事業の予算が確保されていない
        (35.4%)

・事業費の助成
        (75.0%)
・連携したい団体との仲
介
        (41.7%)

・コーディネート等のサポート機能の充実
       (45.8%)
・協働事業の企画または実施段階からの意見交換等
       (43.8%)

・活動の活性化につなが
る
          (77.3%)
・活動の担い手が増える
          (45.5%)

・他団体の活動内容や実績等がわからない
        (40.9%)
・時間的余裕がない
        (40.9%)

・事業の助成
        (79.5%)
・活動場所の確保
        (56.8%)

・協働事業の企画または実施段階からの意見交換等
       (56.8%)
・コーディネート等のサポート機能の充実
       (56.8%)
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地域社会
(自治連合会、地域婦人団体、

万年青年クラブ連合会)

社会教育
(人権教育推進協議会、中学校

区地域教育協議会、幼小中
PTA)

健全育成
(スポーツ協会、中学校区少年

指導協議会、子ども会、
ガールスカウト、ボーイスカウト)

福祉
(地区社会福祉協議会、地区民
生児童委員協議会、遺族会、

地域包括支援センター)

防災・防犯・救
護

(日赤奉仕団、自主防災防犯組
織、女性防災クラブ、

消防団分団)

事業者・NPO
(商店会、NPO法人)

ボランティア
(ボランティア団体、その他)

活動のきっかけ
無償運営スタッフ

平均(人)
情報発信

協働事業に関する意見　117件
(抜粋)

・特定の人の問題意識や関心
         (26.9%)
・わからない
         (23.1%)

16.8

・独自広報誌
         (53.8%)
・集合施設に掲示
         (28.8%)

・わからない
         (46.9%)
・行政やほかの組織からの依頼
         (20.4%)

21

・独自広報誌
        (63.3%)
・集合施設に掲示
        (15.3%)

・わからない
         (35.1%)
・行政やほかの組織からの依頼
         (18.9%)

17.9

・独自広報誌
         (35.1%)
・特に何もしていない
         (27.0%)

・行政計画等の位置づけ
         (26.3%)
･行政やほかの組織からの依頼
         (21.3%)

19.2

・集合施設に掲示
        (32.5%)
・独自広報誌
        (27.5%)

･行政やほかの団体からの依頼
         (51.7%)
･わからない
         (15.5%)

20.7

・特に何もしていない
        (37.9%)
・独自広報誌
        (36.2%)

・特定の人の問題意識や関心
         (70.8%)
・問題意識や関心
         (18.8%)

9.1

・独自ホームページ等
         (75.0%)
・独自広報誌
         (43.8%)

・特定の人の問題意識や関心
         (63.6%)
・問題意識や関心
         (15.9%)

14

・独自ホームページ等
        (45.5%)
・独自広報誌
        (29.5%)

・団体同士の相互理解の不足(21件)
人的交流がすくない
人間関係の構築
事業運営や方向性への理解

･運営人材・参加者の減少(18件)
意欲ある会員がすくない
活動の時間がない
人的余裕がない

・団体組織のルールや体制(16件)
役員の任期が短い
課題解決型との協働は難しい

・資金不足(16件)
予算の配分
活動の場所、広報にかかる費用

・守秘義務や個人情報(7件)
民生委員は個人情報を扱うことから協働はむずかしい

・高齢化(6件)

・責任の所在(4件)

・その他(30件)
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